別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　項：労政費　目：雇用促進費
	事業名:緊急雇用創出事業臨時特例基金事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　商工労働部　労働雇用課　雇用対策担当　電話番号：058-272-1111（内3126）

　　　　 E-mail：c11367@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：11,243,167千円（前年度予算額：12,856,335千円）

	事業内容


	１　事業の内容


（１）　緊急雇用創出事業　

離職を余儀なくされた非正規雇用労働者、中高年齢者等の失業者に対して、次の雇用までの短期の雇用・就業機会の創出を行う。（雇用期間：６月以内（１回更新可））
①　県実施分
県が民間企業、ＮＰＯ法人その他の法人等に対する委託により行う事業及び自ら実施する事業によって新規雇用を創出する。
②　市町村実施分
県と同様の事業を行う市町村へ補助金（補助率１０/１０）を交付することにより、新規雇用を創出する。
（２）　重点分野雇用創造事業

○　重点分野雇用創出事業

重点分野（介護、医療、農林水産、環境・エネルギー、観光、地域社会雇用、教育・研究の７分野）において、雇用創出事業を実施する。（雇用期間：１年以内）
○　地域人材育成事業

重点分野（介護、医療、農林水産、環境・エネルギー、観光、地域社会雇用、教育・研究の７分野）及び岐阜県の成長分野として設定した４分野（ものづくり、情報通信、サービス、子育て）において、新たに雇用した失業者に対し、OJT及びOff-JTにより人材育成を実施する。（雇用期間：１年以内）
①　県実施分

県が民間企業、ＮＰＯ法人その他の法人等に対する委託により行う事業及び自ら実施する事業により、重点分野において雇用創出及び人材育成を実施する。
②　市町村実施分
県と同様の事業を行う市町村へ補助金（補助率１０/１０）を交付することにより、重点分野において雇用創出及び人材育成を実施する
（３）　運用利息等の基金への積み立て
基金の運用により発生する運用利息等を基金に積み立てる。
（４）基金運営のための事務費
①　緊急雇用事業分
　　　緊急雇用事業を実施するために必要な事務費（旅費、消耗品など）

②　重点分野雇用創造事業分
　　　重点分野雇用創造事業を実施するために必要な事務費（旅費、消耗品など）

	２　所要経費


（１）　緊急雇用事業　2,525,304千円

①　県実施分　1,006,304千円
②　市町村実施分　1,519,000千円
（２）　重点分野雇用創造事業　8,700,000千円

①　県実施分　7,960,000千円

②　市町村実施分　740,000千円
（３）　運用利息の基金への積み立て　15,563千円

（４）　基金運営のための事務費　2,300千円
　　①　緊急雇用事業分　300千円

　　②　重点分野雇用創造事業分　2,000千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅲ 誰もが活躍できるふるさと岐阜県づくり
　　１ 若者が力を発揮できる地域をつくる
　　　・地域で働く意欲を持つ若者を育て、若者の就業を支援する
・高い価値を生み出す産業人材を育成する
	２　これまでの取組状況


○緊急雇用事業

［交付金の状況］

・平成２０年３月補正　３２.０億円基金造成
・平成２１年６月補正　６６.６億円基金積み増し

　［実　績］

　　・平成２０年度　　　　　　　　　（単位：件、人、円）
	　　　　
	事業数
	雇用創出数
	事業費

	県事業
	7
	31
	7,291,184

	市町村事業
	16
	153
	26,023,000

	合計
	23
	184
	33,314,184


　　・平成２１年度　　　　　　　　　（単位：件、人、円）

	　　　　
	事業数
	雇用創出数
	事業費

	県事業
	183
	2,338
	2,109,402,667

	市町村事業
	645
	3,261
	1,841,776,000

	合計
	828
	5,599
	3,951,178,667


　　・平成２２年度（平成２２年１１月末現在）（単位：件、人、円）

	　　　　
	事業数
	雇用創出数
	事業費

	県事業
	170
	1,245
	1,632,166

	市町村事業
	451
	1,583
	1,568,461

	合計
	623
	2,828
	3,200,627


○重点分野雇用創造事業

［交付金の状況］

・平成２１年度　３月補正　５０.０億円基金積み増し

・平成２２年度　９月補正　３５.３億円基金積み増し

・平成２２年度１２月補正　５１.１億円基金積み増し

［実績］

　　・平成２２年度（平成２２年１１月末現在）（単位：件、人、円）

	　　　　
	事業数
	雇用創出数
	事業費

	県事業
	126
	1,242
	3,300,217

	市町村事業
	50
	209
	591,811

	合計
	142
	1,385
	3,892,028


	３　これまでの取組に対する評価


平成21年度は短期のつなぎ的な雇用機会の創出を中心に、事業費40億円で、5,599人の雇用創出を行うことで、雇用の下支えをした。平成22年度は「できる限り長期で、かつ将来につながる人材育成に資する事業」に取組み、8月末現在で約2,900人の雇用を創出した。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	12,856,335

	3,530,000

	0
	0
	44,949
	0
	0
	0
	9,281,386


	要求額
	11,243,167
	0
	0
	0
	15,563
	0
	0
	0
	11,227,604

	決定額
	11,243,167
	0
	0
	0
	15,563
	0
	0
	0
	11,227,604


